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 第２期えひめ・未来・子育てプラン 

（前期計画）の進捗状況及び取組み

状況について 
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■進捗状況〔平成 29年度末見込み〕 

 

○ 第２期プラン（前期）の目標指標 88 項目のうち、評価対象外項目の１項目を

除く 87 項目について基準値と比較したところ、50 項目が進展、12項目が現状維

持、９項目が後退、16項目が集計中又は公表待ちという結果であった。 

 （現状維持のうち基準値及び目標値である100.0％を達成しているものは６項目） 

 

○ 目標値に対する 29 年度末の達成率については、数値化できる 69 項目中、 

100％以上が 26 項目、90％台が 10 項目、80％台が７項目、70％台が５項目、

60％台が６項目、50％台が９項目、50％未満が６項目となった。 

  （集計中又は公表待ちの項目は 28年度末の数値による） 



27年度 28年度 29年度末見込 目標達成率 →27 →28 →29

第１目標「家庭を持つことや子育てに夢」が感じられる“えひめ”

１　次代の親づくり

01 0人 (H27) － 26人 37人 37.0% －   100人 （H31） 子育て支援課

２　若者の自立と就労支援
01
｜
１

2,230人 (H26) 1,652人 2,224人 1,301人 54.2%    2,400人 (H31) 雇用対策室

02 190人 (H25) 125人 118人 86人 43.0%    200人 (H30) 労政雇用課

03 83% (H25) 86.7% 92.9% 
30年8月頃
公表

－   増加 (H31) 労政雇用課

３　良きパートナーとの出会いの支援

04 7,800組 (H26) 9,494組 11,033組 12,381組 68.7％    18,000組 (H31) 子育て支援課

第２目標「命の誕生」が心から祝福される“えひめ”

１　切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策

05 87.6% (H25) 89.3% 89.5% 
30年8月頃
取りまとめ －   増加 (H30) 健康増進課

06 9.0% (H25) 9.3% 9.8% 
30年8月頃
取りまとめ －   低下 (H30) 健康増進課

07 8.1% (H25) 6.4% 5.3% 
30年8月頃
取りまとめ 75.5%   4.0% (H30) 健康増進課

08 8.6% (H25) 7.0% 5.9% 
30年8月頃
取りまとめ 101.7%   6.0% (H30) 健康増進課

09 78.2% (H25) 79.7% 80.9% 
30年8月頃
取りまとめ －   90%以上 (H30) 健康増進課

２　妊娠・出産を見守り支える地域づくり

10 4.7 (H25) 2.7 3.1
30年6月頃
国公表

125.8%   3.9 (H30) 健康増進課

11 1.3 (H25) 0.9 0.2
30年6月頃
国公表

300.0%   0.6 (H30) 健康増進課

12 2.3 (H25) 1.4 1.6
30年6月頃
国公表

87.5%   1.4 (H30) 健康増進課

３　妊娠を望み、不妊に悩む人々への支援

13 64日 (H25) 60日 69日 68日 107.8%    64日 (H30) 健康増進課

第３目標「家族・地域の愛情」で育む“えひめ”

１　地域で子どもを育む環境づくり（公的支援）

14 396回 (H25) 430回 420回 258回 51.6%    500回 (H31) 生涯学習課

15 59企業 (H26) 60企業 66企業 66企業 66.0%    100企業 (H31) 生涯学習課

16 0件 (H26) 4,310件 6,470件 9,490件 67.7％    14,000件 (H31) 子育て支援課

17 77か所 (H26) 80か所 82か所 86か所 92.5%    93か所 (H31) 子育て支援課

18 0か所 (H26) 0か所 0か所 2か所 40％    5か所 (H31) 健康増進課

２　地域で子どもを育む環境づくり（民間と協働した支援）

19 11か所 (H26) 11か所 12か所 12か所 85.7%    14か所 (H31) 子育て支援課

20 1,900件 (H26) 1,898件 1,747件 1,930件 89.7%    2,150件 (H31) 子育て支援課

えひめ結婚支援センターで誕生したカップル数

イクメンメンターの養成数

若年求職者の就職者数（愛workにおける就職支援
数）

若年無業者の進路決定者数

日本版デュアルシステム訓練終了後の就職率

「第２期えひめ・未来・子育てプラン（前期計画）」進捗状況表（平成29年度末見込）

番号 目　標　指　標 基準値（基準年度）
実　　　　　　　　績 対前年

目標値（目標年度） 担当課

周産期死亡率（出生千対）

新生児死亡率（出生千対）

乳児死亡率（出生千対）

不妊専門相談開設日数

家庭教育を支援する講座・学習会の開催回数

「えひめ家庭教育サポート企業連携事業」協定締
結企業数

妊娠満11週以内の妊娠届出率

全出生数中の低出生体重児の割合

１歳６か月児健康診査の未受診率

３歳児健康診査の未受診率

むし歯のない３歳児の割合

スマートフォン対応の子育てアプリダウンロード
数

地域子育て支援拠点施設設置か所数

子育て世代包括支援センターの整備数

ファミリー・サポート・センターの設置か所数

「えひめのびのび子育て応援隊」登録店舗数



27年度 28年度 29年度末見込 目標達成率 →27 →28 →29

「第２期えひめ・未来・子育てプラン（前期計画）」進捗状況表（平成29年度末見込）

番号 目　標　指　標 基準値（基準年度）
実　　　　　　　　績 対前年

目標値（目標年度） 担当課

３　安心できる小児医療体制の整備

21 2地域 (H26) 2地域 2地域 2地域 100.0%    2地域 (H31) 医療対策課

22 毎日 (H26) 毎日 毎日 毎日 100.0%    毎日 (H31) 医療対策課

23 100% (H25) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%    100% (H30) 健康増進課

第４目標「希望する幼児教育と保育」が受けられる“えひめ”

１　幼児期の教育・保育の充実

24 41,161人 (H26) 41,954人 41,903人 41,545人 97.8%    42,462人 (H31） 子育て支援課

25 6,009人 (H26) 8,088人 7,807人 7,445人 67.4%    11,040人 (H31） 子育て支援課

26 122,368人 (H26) 166,122人 173,371人 151,836人 76.6%    198,168人 (H31） 子育て支援課

27 0か所 (H26) 21か所 37か所 43か所 89.6%    48か所 (H31） 子育て支援課

28 6,542人 (H26) 9,207人 10,996人 13,551人 52.4%    25,850人 (H31） 子育て支援課

29 0人 (H26) 351人 547人 718人 57.4%    1,250人 (H31） 子育て支援課

30 100.0% (H25) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%    100% (H31） 義務教育課

31 91園 (H25) 94園 94園 94園 94.0%    100園 (H31） 子育て支援課

32 16か所 (H26) 32か所 46か所 60か所 62.5%    96か所 (H31） 子育て支援課

２　放課後児童対策の充実

33 9,817人 (H26) 11,124人 12,496人 13,423人 95.2%    14,096人 (H31) 子育て支援課

34 79か所 (H26) 86か所 93か所 105か所 101.0%    104か所 (H31) 生涯学習課

35 0人 (H26) 278人 562人 835人 59.6%    1,400人 (H31) 子育て支援課

３　地域子ども・子育て支援の充実

36 0か所 (H26) 8か所 9か所 12か所 52.1%    23か所 (H31) 子育て支援課

37 10か所 (H26) 7か所 8か所 12か所 100.0%    12か所 (H31) 子育て支援課

38 7か所 (H26) 2か所 2か所 8か所 80.0%    10か所 (H31) 子育て支援課

第５目標「健やかな成長・自立」を支援する“えひめ”

１　豊かな人間性と生きる力の育成

39 23回／年 (H25) 34回／年 48回／年
3月下旬
確定予定

184.6%   26回／年 (H31) 農産園芸課

40 52.5% (H25) 54.9% 56.2%
30年3月末
調査予定

105.0%   53.5% (H31) 高校教育課

41 200% (H25) 203.0% 209.6%
30年3月末
調査予定

102.2%   205% (H31) 高校教育課

42 29クラブ (H22年度末) 41クラブ 41クラブ 41クラブ 60.3%    68クラブ (H29) 文化・スポーツ振興課

43 11.0% (H24)
小学生5.3％
中学生6.7％

小学生5.5％
中学生6.9％

小学生5.4％
中学生6.6％ －    0% (H31) 健康増進課

小児救急医療電話相談の実施日数

県内医療機関等における新生児マススクリーニン
グ検査の実施率

認定こども園、幼稚園、保育所の利用者数

延長保育の実利用者数

一時預かり延べ利用者数

地域型保育事業の実施か所数

小児救急輪番制の実施地域数

放課後子ども教室の設置数

放課後児童支援員数

利用者支援事業実施か所数

子育て短期支援（ショートステイ）実施か所数

子育て短期支援（トワイライトステイ）実施か所
数

「えひめ食文化普及講座」の実施回数（小学生対
象数）

病児・病後児保育（ファミサポ事業［病児緊急対
策強化事業を含む］）延べ利用者数

子育て支援員認定数

学校関係者評価の実施率（公立）

私立幼稚園等における預かり保育実施園数

認定こども園の認可・認定数

放課後児童クラブの登録児童数

インターンシップを体験したことのある高校３年
生の割合

乳幼児保育、高齢者介護、奉仕等の体験活動への
参加者の割合（高校生）

総合型地域スポーツクラブの設置数

朝食を欠食する県民の割合（小・中学生）



27年度 28年度 29年度末見込 目標達成率 →27 →28 →29

「第２期えひめ・未来・子育てプラン（前期計画）」進捗状況表（平成29年度末見込）

番号 目　標　指　標 基準値（基準年度）
実　　　　　　　　績 対前年

目標値（目標年度） 担当課

２　魅力ある学校づくり

44 100% (H26) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%    100% (H31) 高校教育課

45 100% (H25) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%    100% (H30) 義務教育課

46 151 (H26) 157 172 172 86.0%    200 (H31) 生涯学習課

47 68.6% (H25) 92.5% 96.6% 100.0% 100.0%    100% (H29) 高校教育課

48 80.3% (H26) 87.1% 91.6% 94.8% 96.9%    97.8% (H31) 義務教育課

３　子どもの心や身体を、守り・育てる社会づくり

49 100% (H26) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%    100％ (H31) 高校教育課

50 10人 (H26) 8人 9人 5人 -    減少 (H29) 健康増進課

51 8.6 (H24) 7.4‰ 6.8‰
30年6月頃
国公表

－   減少 (H29) 健康増進課

52 164人 (H25) 180人 185人 207人 －    減少 (H30) 義務教育課

53 868人 (H25) 912人 914人 985人 －    減少 (H30) 義務教育課

54 259人 (H25) 213人 208人
30年11月

頃
国公表

－   減少 (H31) 高校教育課

第６目標「子どもに温もりのある暮らし」を保障する“えひめ”

１　保護を必要とする子どもに対する福祉の充実

55
電話受付
対応のみ

電話受付
対応のみ

電話受付
対応のみ

－    子育て支援課

56 3か所 3か所 3か所 －    子育て支援課

57 0名 (H26) 13名 14名 28名 46.7%    60名 (H31) 子育て支援課

58 19市町 (H26) 全市町 全市町 全市町 100.0%    全市町 (H31) 子育て支援課

59 9市町 (H26) 10市町 11市町 12市町 55.0%    全市町 (H31) 子育て支援課

60 1か所 1か所 1か所 －    子育て支援課

61 7施設 (H26) 7施設 9施設 9施設 75.0%    12施設 (H31) 子育て支援課

62 2か所 (H26) 2か所 2か所 3か所 75.0%    4か所 (H31) 子育て支援課

63 6か所 (H26) 7か所 8か所 11か所 137.5%    8か所 (H31) 子育て支援課

64 82世帯 (H26) 96世帯 114世帯 130世帯 108.3%    120世帯 (H31) 子育て支援課

65 12.2% (H26) 12.4% 12.6% 15.1% 89.9%    16.8% (H31) 子育て支援課

66 0か所 (H26) 0か所 1か所 1か所 100.0%    1か所 (H31) 子育て支援課

67 1か所 (H26) 1か所 1か所 1か所 33.3%    3か所 (H31) 子育て支援課

「えひめ学校教育サポーター企業」登録企業・団
体数

学校の耐震化率（県立学校施設）

学校の耐震化率（市町立小中学校）

県立学校等での非行防止教室の開催率

未成年の自殺死亡数

十代の人口妊娠中絶率（人口千対）

県立学校への学校評議員の設置率

公立小中学校における学校評議員（類似制度含
む。）の設置率

一時保護所における環境改善（個別対応化）
児童相談所の被虐待児
と非行児童などの混合

処遇状況の改善

児童相談所の被虐待児と
非行児童などの混合処遇

状況の改善

要保護児童対策市町職員研修の受講者数

乳児家庭全戸訪問事業の実施市町数

養育支援訪問事業の実施市町数

不登校児童数（小学校）

不登校生徒数（中学校）

不登校生徒数（県立学校等）

児童相談所における夜間・休日相談体制の充実
中央児童相談所に夜間
休日の相談対応職員を

確保

中央児童相談所に夜間休
日の相談対応職員を確保

養育里親の登録数

里親・ファミリーホームへの児童の委託率

児童心理治療施設の設置数

児童家庭支援センターの設置数

児童養護施設・乳児院の改築
整備要望に対し、

積極的に支援
整備要望に対し、

積極的に支援

小規模化・地域分散化した施設数（児童養護施
設・乳児院）

自立援助ホームの設置数

ファミリーホームの設置数



27年度 28年度 29年度末見込 目標達成率 →27 →28 →29

「第２期えひめ・未来・子育てプラン（前期計画）」進捗状況表（平成29年度末見込）

番号 目　標　指　標 基準値（基準年度）
実　　　　　　　　績 対前年

目標値（目標年度） 担当課

２　共生への支援を要する子どもたちのサポート  

68 1,896人 (H25) 2,389人 2,872人 3,112人 92.5%    2,971人 (H31) 障がい福祉課

0か所 (H28) 222か所 123.3% - -  180か所 (H31)

176人 (H25) 208人 222人   - 230人 (H31)

70 96.9％ (H25) 97.2% 97.8% 99.3% 99.3%    100% (H31) 特別支援教育課

３　ひとり親家庭等の自立支援と子育て・生活支援の推進

71 26.0% (H23～25) 42.9% 58.8% 42.9％ 176.6%    33.3% (H31) 子育て支援課

72 100% (H23～25) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%    100% (H31) 子育て支援課

73 75% (H23～25) 100.0% 100.0%
６月頃
確定

100.0%   100% (H31) 子育て支援課

74 － － － － － － － － 100% (H31) 子育て支援課

第７目標「親子に安心な生活環境」を提供する“えひめ”

１　安心・安全なまちづくり

75 10,227か所 (H25) 9,633か所 8,930か所 8,875か所 －    増加 (H31) 生活安全企画課

76 9,282台 (H25) 5,905台 5,587台 5,582台 －    増加 (H31) 生活安全企画課

77 448団体 (H25) 416団体 402団体 400団体 －    増加 (H31) 生活安全企画課

78 8,686灯 (H25年度) 11,399灯 12,378灯 12,475灯 －    増加 (H31) 交通規制課

２　保護者が実践する事故防止・防災対策

79 57.0% (H25) 51.0% 59.2% 52.3% 52.3%    100% (H31) 消防防災安全課

３　子育て家庭の遊び場等の整備

80 45館 (H26) 45館 46館 46館 93.9%    49館 (H31) 子育て支援課

81 338,250人 (H25) 408,090人 368,590人 370,000人 92.5%    400,000人 (H31) 子育て支援課

82 41.6% (H25) 56.4% 57.4% 58.0% 101.7%    57.0% (H31) 建築住宅課

第８目標「子育てと仕事の両立」を実現する“えひめ”

１　子育てしやすい職場環境づくり（企業で）

83
女性:81.2%
男性: 3.2%

(H25)
女性:83.1％
男性:　1.0％ － 調査中

女性：92.3%
男性：10.0%

 －
女性:90.0%
男性:10.0%

(H31) 労政雇用課

84 511社 (H25) 562社 582社 610社 93.8%    650社 (H31) 労政雇用課

84
｜
１

－ － 3社 7社 12社 48.0%    25社 (H31) 労政雇用課

２　固定的性別役割分担意識の是正と働き方の見直し（家庭で）

85 25.5% (H26) 29.3% 29.3% 31.9% 79.8%    40.0% (H32)
男女参画・
県民協働課

３　子育てと仕事の両立支援（地域で）

86 48.4% (H26) 48.4% 49.4% 58.7% －    向上 (H31) 子育て支援課

障害児通所支援の利用児童数

ふれあい親善大使の派遣（Ｈ29～）

男女の地位が平等と感じる人の割合

仕事と生活の調和の実現が図られていると感じる
人の割合

まもるくんの車の設置数

防犯関係のボランティア団体数

ＬＥＤ信号機の整備数

チャイルドシート等の着用率

児童館の設置数

えひめこどもの城の来園者数

個別の教育支援計画の作成率

就業支援講習会受講生の就業率

自立支援教育訓練費受給者の就業率

高等職業訓練促進給付金受給者の就業率

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験給付金受
給者の合格率

まもるくんの会社の設置数

69
障害児ふれあい体験学習実施児童生徒数（～Ｈ28）

特別支援教育課

バリアフリー化に配慮した県営住宅戸数割合

育児休業取得率

えひめ子育て応援企業の認証件数

えひめ子育て応援企業の上位認証件数



「第２期えひめ・未来・子育てプラン（前期計画）」の推進に向けた取組み状況

（単位：千円）

No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28

予算額
H29

予算額
H30

予算額
取組内容等 担当課 関係指標

第１目標　「家庭を持つことや子育てに夢」が感じられる“えひめ”【結婚前後期】

　1 次代の親づくり

1
地域少子化対策強化事業
[地域少子化対策強化事業費]

151,000 74,207 39,130

喫緊の課題である少子化問題に対応するため、結婚に対す
る取組や結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温
かい社会づくり・機運の醸成の取組を実施することにより、少
子化に歯止めをかけるほか、安心して生み育てることができ
る環境づくりを推進する。

子育て支援課 01

2
仕事と家庭の両立支援促進事業
〔仕事と家庭の両立支援促進事業
費〕

10,137 13,729 15,992

仕事と育児等の家庭生活が両立しやすい職場環境づくりに
取り組む企業の認証や、優れた取組実績のあった企業の表
彰に取り組むとともに、国や関係機関と連携して企業の取組
をワンストップで支援する拠点を開設する。

労政雇用課 01

3 PTA研修事業委託費 700 700 700
青少年の健全育成に果たすＰＴＡの役割の大きさに鑑み、指
導者の資質向上に努めるとともに、ＰＴＡの主体的活動の促
進と、その充実強化を図るため、研修事業の委託を行う。

生涯学習課 －

4
愛媛おやじの会ﾈｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ開設
事業
[ゼロ予算]

0 0 0

　県内各地で個々に活動している「おやじの会」の取組みや
メンバー等が一堂に会して意見交換等を図る「愛媛のおやじ
井戸端会議」等の活動内容について、県のホームページ上
で紹介することで、活動の活性化や輪の広がりを支援する。

生涯学習課 －

　2若者の自立と就労支援

1
若年人材育成推進事業
[若年人材育成推進事業費]

81,275 81,275 79,157

「ジョブカフェ愛work」において、きめ細かな支援を就職・職場
定着に至るまで行うとともに、若者と企業との交流の機会を
提供するなど、若者の雇用対策や人材育成、企業との接点
づくりを総合的に実施する。

雇用対策室 01-1

2
若年者地域雇用マッチング事業
費

35,539
―

（28年度で
終了）

地域の人材ニーズに合った人材の育成・確保を図るため、人
材派遣会社に委託して、若年求職者を対象にＯＦＦ－ＪＴ研修
（無給）とＯＪＴ研修（有給）を組み合わせた就職直結型の実
践的研修を実施する。

雇用対策室 01-1

計画の項目

第５章　具体的な施策の目標



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28

予算額
H29

予算額
H30

予算額
取組内容等 担当課 関係指標計画の項目

3
中小企業人材確保支援強化事業
[中小企業人材確保支援強化事
業費]

12,527 12,527 16,527

「ジョブカフェ愛work」において、中高生にスゴ技企業など県
内中小企業の魅力を発信するほか、県外学生のインターン
シップを促進するなど、県内への就職を促進するとともに、就
職できていない若者等の労働市場への参加を促し、地域の
企業とのマッチングの機会を創出するなど、中小企業の人材
確保と職場定着への支援に取り組む。

雇用対策室 01-1

4 ニート就労支援事業費 13,819 13,819 13,819
地域若者サポートステーションにおいて、ニートの若者の職
業的自立に向けた各種支援を実施する。

労政雇用課 02

5 日本版デュアルシステム訓練 5,237 5,072 0
座学等の訓練に加え、実習先企業の参加により、当該企業
での研修や実習訓練（OJT訓練）を実施する。

労政雇用課
03

（～Ｈ29）

6
高等技術専門校における施設内
訓練（訓練事業費）

56,065 57,778 52,166

本県の基幹産業であるものづくりは、各地域に多数の中小
企業が集積することにより競争力を保持しているが、人口減
少及び若者のものづくり離れにより、後継者の確保・育成が
喫緊の課題となっているため、産業界等が求める人材を育
成することで、ものづくり人材の確保と技能向上を図り、もっ
て本県の基幹産業の担い手確保等に資する。

労政雇用課
03

（Ｈ29～）

7
協働で支えるヤングボランティア
推進事業費

507 502 514

　官民協働で、自主的・自発的にボランティア活動に取り組
む高校生等を支援するとともに、県内の高校や各種団体と
ネットワークを構築し、生涯にわたってボランティア活動に取
り組む若者を育成する。

生涯学習課 －

8
ボランティア活動等促進事業
[ボランティア活動等促進事業費]

5,473 6,447 4,691

　１年を通じたボランティア情報を提供し、県民のボランティア
活動への参加を促進するとともに、主体的・自主的に地域活
動等に取り組みたい人や団体をコーディネートすることによ
り、ボランティア、地域活動への県民の参画・交流を促進す
る。

男女参画・
県民協働課

－

9 勤労者福祉資金貸付事業費 320,787 320,776 320,515

勤労者のスキルアップ及び自己啓発（転職準備における自
己啓発及び資格取得の研修経費やそれに伴う機器購入費
及び研修旅行にかかる費用等）について低利融資を行い、
生活の安定を図る。

労政雇用課 －



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28

予算額
H29

予算額
H30

予算額
取組内容等 担当課 関係指標計画の項目

10
移住者住宅改修支援事業
[移住者住宅改修支援事業費]

59,007 59,007 59,007

県外からの「子育て世帯」「働き手世帯」である移住者が居住
するために行う住宅の改修等に要する経費に対し、市町が
交付する補助金の一部を県が補助。
子育て世帯における住宅改修の負担割合等：県200万円、市
町200万円、移住者200万円
働き手世帯における住宅改修の負担割合等：県100万円、市
町100万円、移住者100万円
子育て世帯及び、働き手世帯における家財道具の搬出の負
担割合等：県10万円、市町10万円、移住者10万円

○Ｈ28年度実績
　県内16市町で事業実施
　実績額：11件9,915千円（県補助金ベース）
　　　　　　　うち子育て世帯3件2,660千円

地域政策課 －

　3良きパートナーとの出会い支援

1

えひめ結婚支援センター運営事
業
〔えひめ結婚支援センター運営事
業費〕

13,866 57,934 28,345
少子化の主たる原因である未婚化・晩婚化に対応するため、
えひめ結婚支援センターにおいて未婚男女を対象とする結
婚支援イベント等を実施することにより結婚を支援する。

子育て支援課 04

2
勤労者福祉資金貸付事業費【再
掲】

320,787 320,776 320,515

勤労者のスキルアップ及び自己啓発（転職準備における自
己啓発及び資格取得の研修経費やそれに伴う機器購入費
及び研修旅行にかかる費用等）について低利融資を行い、
生活の安定を図る。

労政雇用課 -



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28

予算額
H29

予算額
H30

予算額
取組内容等 担当課 関係指標計画の項目

第２目標　「命の誕生」が心から祝福される“えひめ”【妊娠前後期】

　1切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策

1

生涯を通じた女性の健康支援事
業
〔生涯を通じた女性の健康支援事
業費〕

1,289 1,289 1,289

女性自身が健康の自己管理を行うことができるよう、健康教
育事業、健康相談事業（一般健康相談、不妊専門相談セン
ター事業）を実施し、生涯を通じた女性の健康の保持増進と
生活の質の向上を図る。

健康増進課

05
06
07
08

2
乳幼児医療給付
[乳幼児医療給付費]

989,535 971,921 944,209
乳幼児の保健の向上と福祉の増進のため、乳幼児医療費を
助成し、疾病の早期発見と治療及びかかりつけ医の促進を
図るとともに、乳幼児を持つ養育者の負担の軽減を図る。

健康増進課 －

　2妊娠・出産を見守り支える地域づくり

1
周産期医療対策強化事業
〔周産期医療対策強化事業費〕

4,277 4,560 4,658

安心して子どもを産み育てることのできる体制を整備するた
め、地域において妊娠、出産から新生児に至る高度専門的
な医療を提供する、総合的な周産期医療体制の推進を図
る。

健康増進課
10
11
12

　3妊娠を望み、不妊に悩む人々への支援

1

生涯を通じた女性の健康支援事
業【再掲】
〔生涯を通じた女性の健康支援事
業費〕

1,289 1,289 1,289

女性自身が健康の自己管理を行うことができるよう、健康教
育事業、健康相談事業（一般健康相談、不妊専門相談セン
ター事業）を実施し、生涯を通じた女性の健康の保持増進と
生活の質の向上を図る。

健康増進課 13

2
不妊治療費助成事業
[不妊治療費助成事業費]

181,831 195,181 150,983
不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用
されず、高額の医療費がかかる配偶者間の不妊治療に要す
る費用の一部を助成する。

健康増進課 －



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28

予算額
H29

予算額
H30

予算額
取組内容等 担当課 関係指標計画の項目

第３目標　「家族・地域の愛情」で育む“えひめ”【乳幼児期】

　1地域で子どもを育む環境づくり（公的支援）

1 学校・家庭・地域連携推進事業費 45,439 66,960 79,382

地域住民等の参画により、「地域学校協働活動」「えひめ未
来塾」「放課後子ども教室」「土曜教育活動」「家庭教育支援」
について、各地域の実情に応じて組合わせて実施し、地域で
の教育支援体制づくりを行う。

生涯学習課 14

2
えひめ家庭教育サポート企業連
携事業
〔ゼロ予算〕

0 0 0

  家庭教育について、子どもたちを健やかに育てるための活
動や制度づくりに積極的に取り組む企業と愛媛県教育委員
会が協定を結び、企業と行政が一体となった家庭教育支援
の充実と拡がりを目指す。

生涯学習課 15

3

子育てワンストップサポート推進
事業
〔子育てワンストップサポート推進
事業費〕

3,076 1,620 2,928
子育て世帯の不安感等を解消し、総合的な子育て支援・少
子化対策を推進するため、スマホアプリ等を活用したワンス
トップ相談体制を構築する。

子育て支援課 16

4
地域子育て支援拠点事業
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907
市町が、乳幼児やその保護者が相互の交流を行う場所を開
設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援
助を行う場合の経費を支援する。

子育て支援課 17

5
利用者支援事業
〔子育て家庭支援事業費〕
（子育て世代包括支援センター）

979,942 1,026,267 1,150,907

身近な場所で、保育所、幼稚園といった施設及び子育て支
援事業等の情報提供や相談・助言を行うとともに、関係機関
との連絡調整を実施する場合の経費を支援する。
（同事業で運営費（改修費を含む）の一部を助成）

子育て支援課 18

6 愛護班活動活性化事業費 350 350 350
愛護班活動の推進者に対し、理論や推進方法等についての
研修を行い、地域ぐるみで青少年を健全に育成する愛護班
活動の促進を図る。

生涯学習課 －



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28

予算額
H29

予算額
H30

予算額
取組内容等 担当課 関係指標計画の項目

　2地域で子どもを育む環境づくり（民間と連携した支援）

1
ファミリー・サポート・センター事業
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907
子育てを援助してほしい人と援助したい人をつなぐファミ
リー・サポート・センターの設置・運営を支援する。

子育て支援課 19

2
えひめのびのび子育て応援事業
〔子育てワンストップサポート推進
事業費〕

0 1,620 2,928

子育てにやさしい環境づくりを進めるため、子育て支援に取
り組む店舗等をえひめのびのび子育て応援隊として登録し、
子育て家庭への情報提供を行うほか、企業の意識啓発を図
る。（28年度まではゼロ予算事業。29年度からアプリ、サイト
内に組込）

子育て支援課 20

3 離職者等職業訓練開発事業費 262,828 242,736 356,025

　 離職者の再就職のために、民間訓練機関や事業主を活用
した職業訓練を実施することにより、就職の促進を図る。就
職に役立つ知識・技能を習得するための知識習得訓練の実
施に当たっては、求職中の母子家庭の母等の優先的な受け
入れを行う。 また、一部の訓練コースでは、要件を満たす場
合に託児サービスの利用が可能。

労政雇用課 －

4 子どもと本の出会い推進事業費 1,237 1,224 1,212

絵本や童話、紙芝居の読み聞かせ等を通じて、豊かな感性
や情操、思いやりを育む取組みを県内各地で開催し、地域の
指導者やボランティアの養成を図る。
28年度の主な事業として、「子どものための講演会」(７月に
開催し57名の参加)及び「子どもの読書活動推進のための研
修会」(４回開催し164名)を実施し、計221名の参加を得た。ま
た、図書の学校等への一括貸出を22箇所3,871冊実施した。

生涯学習課 －

5 愛顔の子育て応援事業費 - 149,420 150,802

県、市町、県内紙おむつメーカーとの官民協働により、第２子
以降の出生世帯に紙おむつ購入に係る経済的支援を行い、
子育て応援、出生率向上に繋げる。
併せて、県内企業生産製品を在住市町内の店舗で購入する
仕組みとし、地域経済の活性化に資する。

子育て支援課 －
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　3安心できる小児医療体制の整備

1
小児救急医療支援事業
〔救急医療対策事業費〕

14,556 18,023 17,972
県内6医療圏のうち2医療圏（松山、宇和島）において、休日
や夜間における小児救急輪番制への補助を実施し、小児二
次救急医療を提供する体制を維持している。

医療対策課 21

2
小児救急医療電話相談事業
〔小児救急医療電話相談事業費）

20,595 20,676 20,682

小児の急な病気・ケガについて、保護者の相談に医師・看護
師が電話で対応することにより、保護者の育児不安の緩和を
図るとともに、症状に応じた適切な受診を促すことで、患者・
医療機関の負担軽減を図る。

医療対策課 22

3
新生児マススクリーニング検査の
実施
〔先天性代謝異常等対策費〕

20,582 19,139 30,811
新生児の先天性代謝異常等の早期発見・早期治療のため
のスクリーニング検査、遺伝相談等を実施する。

健康増進課 23

4
小児慢性特定疾病対策
[小児慢性特定疾病対策費]

313,867 308,561 316,066

長期療養を必要とし、生命に危険が及ぶおそれがあるもので
あって、療養のために多額の費用を要する児童等の疾病の
うち、国が指定した小児慢性特定疾病について、その実態を
調査し、原因の究明や治療研究の推進を図るとともに、その
治療費の自己負担分を公費負担することで患者家族の医療
費負担を軽減し、併せて疾病児童等の健全な育成と良質か
つ適切な医療の確保を図ることを目的とする。

健康増進課 23

5
予防接種センター事業
[予防接種センター事業費]

948 986 992
予防接種センター（県立中央病院）において、かかりつけ医
では対応しにくい予防接種要注意者に対する接種や予防接
種の専門的な相談指導を推進する。

健康増進課 －

6
未熟児養育医療給付
[未熟児養育医療給付費]

36,914 32,147 24,395

未熟児は、死亡率が高率であるばかりでなく、心身の障害を
残したり児童虐待につながることも多く、生後速やかに適切
な処置が必要であることから、医療を必要とする未熟児に対
して、養育に必要な医療の給付を行う。

健康増進課 －

7

小児慢性特定疾病児童等自立支
援事業
[小児慢性特定疾病児童等自立
支援事業費]

7,905 7,905 7,905

慢性的な疾病にかかっていることにより、長期にわたり療養
を必要とする児童等の健全育成及び自立促進を図るため、
小児慢性特定疾病児童等及びその家族からの相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関との連
絡調整その他の事業を行う。

健康増進課 －
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第４目標　「希望する幼児教育と保育」が受けられる“えひめ”【就学前後期】

　1幼児期の教育・保育の充実

1 「森林わくわく体験」推進事業費 1,732 1,727 1,732

森林における体験活動を通して、　幼児や小中学生に、豊か
な感性と生命を尊重しようとする意識を育み、森林に対する
理解を深めさせるとともに、森林を大切にしていこうとする態
度を育て、森林環境保全意識をもった人づくりに貢献する。

義務教育課 －

2
保育施設等運営費負担金
[保育施設等運営費負担金]

3,590,256 4,197,299 4,682,826
子ども・子育て支援新制度に基づき、保育所等を利用する児
童に要する経費の一部を負担する。

子育て支援課
24
27

3
私立学校運営費補助金
〔私立学校運営費補助金〕

1,705,090 1,330,349 1,144,811
私立幼稚園における経営の安定化と保護者負担の軽減を図
るため、運営費を助成する。

子育て支援課 24

4
延長保育事業
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用
時間以外の日及び時間において、認定こども園、保育所等
で保育を実施する場合の運営経費を支援する。

子育て支援課 25

5
一時預かり事業
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907
家庭において保育を受けることが一時的に困難になった乳
幼児を認定こども園、幼稚園、保育所等で一時的に預かる場
合の運営経費を支援する。

子育て支援課 26

6
病児・病後児保育事業
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907
病児、病後児、また保育中の体調不良児を病院、保育所等
に付設されたスペースで、看護師等が一時的に保育する場
合の運営経費を支援する。

子育て支援課 28

7
子育て支援員研修事業
〔保育対策総合支援事業費〕

4,045 4,109 4,124
育児経験や職業経験など多様な経験を活かし、地域におい
て子育て支援事業に従事することを希望する者に対して、保
育の担い手となる上で必要な研修を実施する。

子育て支援課 29
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8
幼児教育関連事業
〔幼児教育関連事業費〕

197 197 197

１地域（幼稚園・保育所・認定こども園１園（所）以上及び小学
校１校）を指定し、地域の実態に応じた連携の在り方につい
て研究を行い、成果を公開したり、ＨＰに掲載したりして普及・
啓発に努める。

義務教育課 30

9
私立学校子育て総合支援事業
〔私立幼稚園子育て総合支援事
業費〕

97,310 93,030 87,970

私立幼稚園における総合的な子育て支援の拠点としての取
り組みを促進するため、預かり保育とともに子育て相談等の
子育て支援を併せて実施する私立幼稚園に対して補助す
る。

子育て支援課 31

10
認定こども園施設整備事業
〔認定こども園施設整備事業費〕

611,853 415,764 435,379

幼稚園の認定こども園移行や、認定こども園設置に必要な
財政支援を行い、認定こども園の設置・移行を促進するとと
もに、教育に係る遊具等の環境整備を行い、幼児教育の質
の向上を図る。

子育て支援課 32

11 私立幼稚園耐震化促進事業費 37,036 2,160 70,666

学校法人が県内に設置する、私立幼稚園の園舎、屋内運動
場等の耐震対策事業に対して補助を行うことで、私立幼稚園
の耐震化を促進し、園児の安全・安心を確保するとともに、
私学経営の安定化を図る。

子育て支援課 －

12 幼稚園新規採用教員研修費 1,946 2,053 2,058

幼稚園等の新規採用教員に対し、実践的指導力と使命感を
養うとともに幅広い知見を得させることを目的とし、現職教育
の一環としてその職務に必要な事項に関する研修を実施す
る。

義務教育課 －

13
幼稚園キャリアアップ研修費
[中堅教諭等資質向上研修費]

71 71 41

在職期間が10年に達した教諭等、又は5年以上に達した者で
園長が認めた教諭等に対し、幼児の指導や学級経営等に関
する指導力の向上を図ることを目的とし、個々の能力、適正
等に応じた研修を実施する。

義務教育課 －

14 幼稚園教育理解推進事業費 184 490 484

幼稚園教育の振興・充実を図るため、「愛媛県幼稚園教育理
解推進協議会」等を開催し、幼稚園の教育課程の編成や幼
稚園の運営管理等に関する専門的な講義、研究協議等を行
う。

義務教育課 －

15 歯科保健担当者研修会 222 222 222
市町や学校、企業等の歯科保健担当者を対象に研修会を開
催。

健康増進課 －
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　2放課後児童対策の充実

1
放課後児童健全育成事業
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学して
いる児童に対し、市町が、授業の終了後等に小学校の余裕
教室や児童館等において適切な遊び及び生活の場を与え
て、その健全な育成を図る事業に対し補助する。

子育て支援課 33

2
放課後児童クラブ整備事業
〔児童福祉施設等整備事業費〕

551,450 98,673 134,648
放課後児童対策の推進を図るため、市町等が行う放課後児
童クラブ整備に要する経費に対し補助する。

子育て支援課 33

3
学校・家庭・地域連携推進事業費
【再掲】

45,439 66,960 79,382

地域住民等の参画により、「地域学校協働活動」「えひめ未
来塾」「放課後子ども教室」「土曜教育活動」「家庭教育支援」
について、各地域の実情に応じて組合わせて実施し、地域で
の教育支援体制づくりを行う。

生涯学習課 34

4
放課後児童支援員等研修事業
〔放課後児童支援員等研修事業
費〕

4,125 3,884 3,106
市町等が実施する放課後児童健全育成事業に携わる放課
後児童支援員等に対し、必要な研修を実施することにより、
児童の健全な育成を図る。

子育て支援課 35
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　3地域子ども・子育て支援の充実

1
利用者支援事業【再掲】
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907
身近な場所で、保育所、幼稚園といった施設及び子育て支
援事業等の情報提供や相談・助言を行うとともに、関係機関
との連絡調整を実施する場合の経費を支援する。

子育て支援課 36

2
子育て短期支援事業
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907
保護者の疾病等の理由で家庭において養育を受けることが
一時的に困難になった児童を、児童養護施設等において保
護する際の経費を支援する。

子育て支援課
37
38

3

地域材利用木造住宅建設促進事
業
[地域材利用木造住宅建設促進
事業費]

163,874 161,446 155,797

自らが居住するために、一戸建ての対象住宅を県内で新築・
購入する者が、住宅主要部材に50％以上の地域材を利用
し、指定金融機関から融資を受ける場合に、最長で５年間の
利子補給が受けられる制度。
三世代が同居する場合、基本融資額分において、利子補給
を各0.2％上乗せする。

建築住宅課 －
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第５目標　「健やかな成長・自立」を支援する“えひめ”【学童・思春期】

　1豊かな人間性と生きる力の育成

1
えひめ食文化普及講座
〔えひめ食農教育推進事業費〕

1,093 1,093 1,093

児童・生徒、一般消費者に対し、伝統食や行事食など愛媛の
地域農産物を活用した食文化の普及・継承を図るとともに、
これらの体験・交流を通じて、食や農林水産業、農村に対す
る理解と関心を深め、農業・農村の担い手育成や生産者と消
費者の信頼関係を築くなど、愛媛の農林漁業と食文化に根
ざした食育の推進を図る。
28年度は小学生を対象とした講座は前年より増加し48回/年
となった。29年度の事業実績は現在とりまとめ中。

農産園芸課 39

2 青少年教育団体振興事業費 1,000 1,000 1,000

県内の青少年教育団体が実施する事業に対して補助するこ
とにより、青少年教育団体活動の充実や活性化を支援する
とともに、青少年の健全な育成と地域の教育力の向上に資
する。

生涯学習課 40

3
地域産業スペシャリスト育成事業
（H29～）

(5,621) 6,639 6,639

地域や産業界と連携し、スペシャリストとしての能力・資質を
備え、地元で学び、地元企業で活躍するプロフェッショナル人
材を育成する（地学地就）とともに、中学生一日体験フェアを
開催し、職業学科等で学ぶ生徒の学習成果を中学生や保護
者に幅広く紹介することで、職業学科等の魅力をアピールす
る。
(～Ｈ28)次代を担う地域産業技術者育成事業

高校教育課 40

4
高校卒業者職場定着促進事業
[高校卒業者職場定着促進事業
費]

4,933 3,503 3,432

高校卒業後３年以内の離職率が全国平均と比べて高い状況
が続いている現状を踏まえ、高等学校在学中のキャリア教育
の充実を図るとともに、高等学校卒業後１年間に重点的な
フォローを行うことにより、離職率の低減を図る。
平成29年度インターンシップ体験高校3年生　人数未定（％
未定）

高校教育課 40

5

地域に生き地域とともに歩む高校
生育成事業
[地域に生き地域とともに歩む高
校生育成事業費]

2,226 10,144 9,874

各学校が魅力ある学校づくりのプランを提案し、実践すること
を通して、生徒の計画力、判断力、実践力、調整力、コミュニ
ケーション力の育成を図るとともに、教員の主体的な取組、
魅力的な学校づくりへの意識向上を図ることによって、地域
とともに歩む高等学校教育の一層の充実に資する。
平成29年度インターンシップ体験高校3年生　人数未定（％
未定）
平成29年度乳幼児保育、高齢者介護、奉仕等の体験活動へ
の参加者の割合　％未定

高校教育課
40
41

6
青少年長期宿泊型体験学習事業
（H30～）

(1,328) (998) 1,370

長期宿泊型の体験活動を通して、子どもたちに郷土の歴史
や文化、自然に対する理解を深めさせるとともに、子どもたち
の自己肯定感の醸成を図る。
（～H29）体験活動地域プラットフォーム形成支援事業費

生涯学習課 ー
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7

地域を担う心豊かな高校生育成
事業
〔地域を担う心豊かな高校生育成
事業費〕

4,102 3,750 3,750
地域の活性化に貢献する体験活動や、地域の様々な世代の
人々との交流活動など体験学習を通して、高校生に他者を
思いやる心や自己を肯定し大切にする心を育む。

高校教育課 41

8

総合型地域スポーツクラブ支援事
業
〔総合型地域スポーツクラブ支援
事業費〕

1,426 1,426 1,426
総合型地域スポーツクラブの育成・創設支援を通して子ども
から大人までのスポーツ実施率を高める。

文化・スポー
ツ振興課

42

9
食育月間・食育の日推進事業
[県民健康づくり運動推進事業費]

749 1,049 473

食育月間や食育の日に合わせて、県食育推進計画の周知
のほか、モデル事業を実施し、「食」に関する知識と「食」を選
択する力を身に付け、健全な食生活が実践できる県民の育
成を図る。

健康増進課 43

10 ふるさと・水と土ふれあい事業費 4,339 3,884 4,334

農村地域や都市部の小学生を対象に、「ふるさと水辺の生き
物教室」や「棚田応援教室」を開催し、生態系の調査や、農
業体験、農家との交流を通じ、農地や農村が担う役割や、保
全することの大切に対する理解を深め、人づくりや保全活動
を推進する。

農地整備課 -

11 「森に親しむ博物館」開催事業費 2,996 2,996 2,996

剥製等の実物資料に接する機会を提供する巡回展の開催と
その会場付近で行う森林観察会、科博での体験イベントを通
じて、森林に生息する動植物の多様性や森林が持つ生態系
サービスの重要性、森林の大切さについて理解を深める。

生涯学習課 －

12
地域人材を活用した土曜教育推
進事業費 5,972

学校・家庭・
地域連携推
進事業に組

み入れ

地域の多様な人材や企業等の豊かな人材を活用して、地域
の特性を生かした体系的・系統的なプログラムを企画・実施
できるコーディネーターと土曜教育推進員等を配置し、教育
支援体制の構築を図ることにより、子どもたちにとって有意義
な土曜日を実現する。

生涯学習課 －

13 環境教育推進事業費 1,116 1,116 1,004

環境教育について研究を推進することにより、海や山、川な
ど先祖が守り引き継いできた優れた環境を相互に協力しな
がら守り続ける意識や態度を子どもたちに育む中で、産業廃
棄物の排出や減量化、資源の循環的な利用についての理解
を深める。

義務教育課 －

14
愛ある愛媛の道徳教育推進事業
費

6,375 7,817 7,680

学習指導要領の趣旨を踏まえ、家庭・学校・地域が一体と
なった道徳教育を推進するための特色ある先進的な実践研
究を行い、その成果を普及するとともに、道徳教育推進教師
の指導力の向上や、本県道徳教育の充実に資する。

義務教育課 －
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15
ＥＳＤ環境教育プロジェクト事業
[ＥＳＤ環境教育プロジェクト事業
費]

1,000 400 400

ＥＳＤ環境教育推進校を指定するとともに、推進校において
実施する地域の環境に関する諸課題への取組を通して、生
徒に自ら考え、判断し、他者と協力しながら解決に向けて行
動する能力を身に付けさせ、持続可能な地域づくりを担う人
材の育成に資する。

高校教育課 －

16

いじめSTOP愛顔の子どもサポー
ト事業
[いじめSTOP愛顔の子どもサポー
ト事業費]

(9,000) (6,962) 7,703

「愛媛県いじめ防止等のための基本的な方針」に掲げる県が
実施すべき施策について、児童生徒及び大学生やＰＴＡ、地
域の方々を含めた会議を実施し、えひめの子どもたちによる
いじめ防止に向けた学校づくりを、社会総ぐるみで推進する
とともに、県全体への普及啓発及びサポート体制の構築を図
る。
(～Ｈ29)いじめSTOP愛顔の子ども育成事業

人権教育課 －

17
県民総合文化祭開催事業
[県民総合文化祭開催事業費]

37,394 37,394 71,787
芸術文化から産業分野にわたる幅広いアマチュア文化の祭
典「県民総合文化祭」を開催し、本県文化の振興と地域活性
化を図る。

文化・スポー
ツ振興課

－

18
美術館展示事業
[美術館展示事業費]

98,404 77,904 80,140
県民の美術学習の向上を図るため、美術館所蔵品展の円滑
な運営、年間を通した変化のある企画展その他展示事業の
充実を図る。

文化財保護課 －

19 情操教育推進事業費 1,186 1,189 1,189
知性と感性の調和のとれた発達を目指し、心身ともに健全な
児童生徒を育成するために、豊かな情操を養う教育を推進
することを目的とする。

義務教育課 －

20

愛媛マンダリンパイレーツ地域活
動推進事業
[愛媛マンダリンパイレーツ地域活
動推進事業費]

2,350 2,350 2,349

愛媛マンダリンパイレーツの選手がスポーツ少年団等へ出
向き、練習に参加し本格的な技術指導を行うことにより、体
力・技術力の向上を図るとともに、交流を通じて子どもたちの
健全育成を促進する。

文化・スポー
ツ振興課

－

子どもの体力向上対策事業費 4,094 4,011

（30年度から
学校体育指
導力向上事
業費へ統合）

体育・保健体育科授業の改善や指導者の資質向上を図ると
ともに、地域の外部人材の活用等を行うことにより、子どもの
体力向上への取組を推進する。

保健体育課 －

21 学校体育指導力向上事業費 - - 6,193
（30年度新規）
子どもの体力向上及び中学校の武道・ダンスに係る教員の
資質向上、指導力強化を図る。

保健体育課 教育指導G
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22
えひめ子どもスポーツＩＴスタジア
ム事業費

1,179 1,240 1,239
幼児・児童の体力の向上等を目指し、子どもが縄跳びなど
様々な種目に挑戦し、楽しく競い合うことができるHPを運営
する。

保健体育課 －

23
えひめ愛顔のジュニアアスリート
発掘事業

26,773 25,632 25,632

将来、オリンピックをはじめとする国際大会で活躍する日本
代表選手を本県から輩出すること、及び本県スポーツ界の指
導者を養成することを目的に、スポーツの潜在的な才能を有
する子どもを発掘し、中学３年生まで育成、強化する。

保健体育課 －

24
スクールヘルスリーダー派遣事業
費

3,021 3,311 2,772

県内の養護教諭未配置校に、経験豊かな退職養護教諭をス
クールヘルスリーダーとして派遣し、学校保健に関する校内
研修や個別の対応が求められる子どもへの対応方法等につ
いて指導等の充実を図る。

保健体育課 －

25
えひめ子ども健康サポート推進事
業費

1,100 1,639 1,640

子どもの現代的な心身の健康課題を解決するため、健康サ
ポート推進協議会や地域検討委員会等において関係者が協
議し、地域ぐるみで子どもの健康課題解決に向けた取組の
充実を図る。

保健体育課 －

26 がん教育推進事業費 913 984 990
児童生徒等が、がんに対する正しい理解やがん患者に対す
る正しい認識及び命の大切さに対する理解を深めるため、講
演会等を開催することにより、がん教育の推進を図る。

保健体育課 －

27 歯科保健指導事業 896 980 1,108
フッ化物洗口指定校、無歯科医地区、その他要望のあった
小中高等学校等を対象に歯みがき指導等を実施する。

健康増進課 －

28 フッ化物洗口普及事業 2,032 1,754 1,688
効果的なむし歯予防のため、市町が行う小中学校のフッ化
物洗口の実施を支援する。

健康増進課 －

29
学校給食地域食文化継承モデル
事業費

3,479
（6月補正）

3,649 4,304

これまで学校給食に用いられなかった食材を活用した給食メ
ニューの開発や郷土料理の提供体制づくり、食材のマッチン
グ等に取り組むことにより、学校給食施設で容易に活用でき
る調理の手法や手順のマニュアル化を図り、地場産物の活
用率の向上等を推進する。

保健体育課 －
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30 子ども芸術祭開催事業費 4,869 12,998 15,270
えひめこどもの城の豊かな自然と広大な敷地を生かして、野
外で子ども芸術祭を開催し、児童の芸術を愛する心を育むと
ともに、情操を豊かにし、児童の健全育成を推進する。

子育て支援課 －
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　2魅力ある学校づくり

1
学校評議員制度推進事業
〔学校評議員制度推進事業費〕

932 932 940

地域住民、有識者、企業経営者、社会福祉施設関係者等及
び学校関係者からなる学校評議員会を開催し、学校運営等
について幅広い知見を提言して頂くことによって、学校の発
展及び開かれた学校づくりの推進に寄与する。
平成29年度学校評議員設置率　100％

高校教育課 44

2
社会総がかりの学校教育支援推
進事業
〔ゼロ予算〕

0 0 0

　地域の企業に「えひめ学校教育サポーター企業」として登
録をしていただき、各学校が必要に応じて出前授業や職場
体験学習等の協力を依頼できるよう企業名や連絡先を県の
ＨＰで公開しているもので、社会全体で子どもたちの豊かな
学びを支援する。

生涯学習課 46

3
県立学校校舎等整備事業
〔県立学校校舎等整備事業費〕

6,234,552 7,115,564 192,003
県立学校校舎等について、耐震診断結果に基づき、改築工
事等を実施し、耐震化を促進する。
平成29年度事業完了後耐震化率　県立学校100％

高校教育課 47

4 中学校武道地域連携事業費 4,192 4,158

（30年度から
学校体育指
導力向上事
業費へ統合）

武道・ダンス指導研修会の実施や地域連携指導実践校での
取組等を通じ、教員の武道に関する指導力の向上を図る。

保健体育課 －

5 養護教諭・栄養教諭等研修費 1,997 2,067 2,321
養護教諭、栄養教諭の資質向上を図るため、専門的知識や
技能等を充実させる研修会を実施する。

保健体育課 －

6 新規採用教員研修費 28,628 34,522 41,757
公立小・中学校及び県立学校の全新規採用教員を対象に実
践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させる
ため、研修を実施する。

義務教育課 －

7
中堅教諭等資質向上研修
［中堅教諭等資質向上研修費］

(10,729) (10,938) 10,690

学校運営の円滑かつ効果的な実施において、中核的な役割
を果たすことが期待される中堅教諭等が職務を遂行する上
で必要とされる資質向上を図るため、キャリアステージに合
わせて研修を実施する。
小・中県立学校教員１０年経験者研修費(～H29)
教員５年経験者研修費(～H29)

義務教育課 -
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8
英語コミュニケーション能力ボトム
アップ事業費

(1,343) 2,338 2,158

小学校での英語の教科化への対応や中学校での英語力の
強化など、基礎・基本を重視した地道な取組により児童生徒
の英語コミュニケーション能力をボトムアップさせるため、教
員の英語力・指導力の向上を図る。
（～Ｈ28）英語コミュニケーション能力育成事業費

義務教育課 －

9 愛媛学びのシステム活用事業費 (25,661) 23,747 22,234

基礎と応用のバランスが取れた学力の育成に向け、県内各
小中学校の学力に関する検証改善システムを一層充実する
とともに、更なる学力の強化や課題の克服などにより、児童
生徒の学力向上への取組の推進を図る。
(～Ｈ28)学力向上システム構築事業費

義務教育課 -

10
科学の甲子園ジュニア県代表選
考事業費

1,005 1,005 1,005
県内の中学生が科学を学ぶ楽しさや意義を実感できる場を
提供し、科学好きの中学生の才能をさらに伸ばすことによっ
て、理数教育の充実を図る。

義務教育課 －

11
人権・同和教育主任研修会費
[人権・同和教育指導者研修費]

126 126 126
人権・同和教育主任の資質・能力の向上を期して、同和問題
をはじめ様々な人権問題の解決に関することや教育・啓発活
動の推進について広く研修を行う。

人権教育課 －

12
特別支援教育教職員資質向上事
業費

604 719 762

　県下の特別支援教育の水準を一層高め、障がいのある幼
児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた教育を進める
ためには、教職員の資質と指導力、専門性の向上を図るた
めの研修の機会が必要である。
　特に、全校的な支援体制の確立や組織的な対応の在り
方、障がいのある幼児児童生徒の理解やその指導方法につ
いてなど、研修によって特別支援教育の一層の充実を図る。

特別支援教育課 －

13 公共施設木材利用推進事業費 24,911 38,788 39,968

市町が行う公共施設の木造化や、内装の木質化、木造屋外
施設及び木の机・椅子の導入に対して支援を行い、県民に
快適な空間を提供するとともに、直接木を見て触れることに
より、木材利用に対する理解を深める。

林業政策課 －

14 総合危機管理等研修会事業費 863 909 911
事件・事故・災害など、子どもを取り巻く様々な危機への対応
及び方策を総合的に取り扱う教員研修会を開催し、県下の
学校における危機管理の徹底を図る。

保健体育課 －

15
地域ぐるみの学校安全体制整備
推進事業費

1,324 1,292 1,244
市町が主体となって取り組むスクールガード・リーダーの巡
回指導等、学校・家庭・地域が一体となった子どもたちの見
守り活動への取組を支援する。

保健体育課 －
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16 学校総合防災力強化推進事業費 5,046 4,901 4,598

次世代を担う児童生徒等に発達段階に応じた「自助から共
助への防災教育」を展開し、県下全域に推進するとともに 、
各学校の防災管理担当者の資質向上や、地域との連携によ
り、学校の総合的な防災力の強化を図る。

保健体育課 －

17 通学路安全推進事業費 1,786 1,782 1,583

通学路の安全を確保するため、特に対策が必要な市町に対
し、通学路安全対策アドバイザーを派遣し、専門的な見地か
らの必要な指導・助言の下、学校、教育委員会、関係機関の
連携による通学路の合同点検や安全対策の検討を行うため
の支援を行う。

保健体育課 －

18
県立学校教職員防災士養成事業
費

2,728 3,059 3,047

防災士としての知識・技能を活用した防災教育、防災管理を
展開するとともに、災害時に備えて地域と連携して円滑に学
校を運営できる体制を強化するなど、学校の総合的な防災
力の向上を図るため、県立学校の教職員を防災士として養
成する。

保健体育課 －

19
愛媛県奨学資金特別会計貸付金
[奨学資金貸付金]

423,186 379,206 329,460
経済的理由により修学困難な高等学校等の生徒に学資金を
貸与し有用な人材の育成を図る。

教職員厚生室 －

20
公立高等学校等就学支援金補助
金

2,945,479 2,916,758 2,837,265

高校等の授業料の支援として、一定の収入（年収910万円程
度）未満の世帯に授業料相当額の「就学支援金」を支給す
る。
平成29年度受給権者数（見込）　23,945人（86.2％）

高校教育課 －

21

公立高等学校等奨学給付金交付
事業
[公立高等学校等奨学給付金交
付事業費]

386,098 414,806 395,859

 市町村民税所得割非課税世帯に対して、教科書費等、授業
料以外の教育費を支援するため、「奨学のための給付金」を
支給する。
平成29年度総支給人数　4,167人

高校教育課 －
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　3子どもの心や身体を守り・育てる社会づくり

1
高等学校生徒指導充実強化
[高等学校生徒指導充実強化費]

828 828 828

高校生の健全育成、非行防止を期し、生徒指導の充実強化
を図るため、連絡協議会や研修会、非行防止教室等を開催
する。
県立学校等での非行防止教室の開催率　100％

高校教育課 49

2

スクールライフアドバイザー活用
事業
〔スクールライフアドバイザー活用
事業費〕

7,427 7,427 7,427

県立高校にスクールライフアドバイザーを配置し、生徒とコ
ミュニケーションを図りながら必要な援助を行うほか、第三者
的立場で生徒、保護者等からの相談にのり、不安の解消や
悩みの解決を図り、心にゆとりを持つことができる環境を整
備する。
県立学校等での非行防止教室の開催率　100％
不登校生徒数（県立学校等）　減少

高校教育課
49
54

3

地域自殺対策
〔地域自殺対策強化事業費〕
〔地域自殺予防情報センター運営
事業費〕

15,175
2,831

13,586
2,831

25587
2831

若年層を対象とした自殺予防対策事業を行う。 健康増進課 50

性に関する教育実践推進事業費 394 - -

学校において、児童生徒の発達段階に応じた適切な「性に関
する教育」が実施されるように、効果的な指導方法等の普及
を図る。（H29～「えひめ子ども健康サポート推進事業費」へ
統合）

保健体育課 51

えひめ子ども健康サポート推進事
業費【再掲】

1,100 1,639 1,640

子どもの現代的な心身の健康課題を解決するため、健康サ
ポート推進協議会や地域検討委員会等において関係者が協
議し、地域ぐるみで子どもの健康課題解決に向けた取組の
充実を図る。

保健体育課 51

5

生涯を通じた女性の健康支援事
業【再掲】
〔生涯を通じた女性の健康支援事
業費〕

1,289 1,289 1,289

女性自身が健康の自己管理を行うことができるよう、健康教
育事業、健康相談事業（一般健康相談、不妊専門相談セン
ター事業）を実施し、生涯を通じた女性の健康の保持増進と
生活の質の向上を図る。

健康増進課 51

6

スクールソーシャルワーカー活用
事業
〔スクールソーシャルワーカー活
用事業費〕

6,380 6,380 6,380

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など児童生徒の問題
行動等へ対応するため、社会福祉等の専門的な知識・技術
を用いて、児童生徒や保護者等の相談に応じたり、福祉機関
等の関係機関とのネットワークを活用した援助を行う。

義務教育課
52
53

4
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7
スクールカウンセラー活用事業
〔スクールカウンセラー活用事業
費〕

61,125 63,034 65,192
問題行動等の未然防止や早期発見のために、「心の専門
家」であるスクールカウンセラーを中学校に配置し、校区内
の小学校を兼務しながら教育相談体制の充実を図る。

義務教育課
52
53

8
ハートなんでも相談員設置事業
〔ハートなんでも相談員設置事業
費〕

8,600 8,699 8,337

いじめ・暴力行為・非行・不登校等の早期発見や未然防止の
ために、相談活動に詳しい人材を配置し、子どもや保護者、
教員に対して相談相手になり、気持ちにゆとりが持てる環境
を提供しながら、地域と学校との連携や学校の相談体制の
整備を支援する。

義務教育課
52
53
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9

思春期精神保健相談事業
[思春期精神保健相談事業費]
H29～[心と体の健康センター運営
費]

703 703 703
思春期特有の精神的な悩みや不安に対する、より専門的な
相談体制を整備するとともに、関係機関との支援・連携体制
を強化し、思春期の子供の健全な育成を図る。

健康増進課
52
53

10
ひきこもり対策推進事業
[ひきこもり対策推進事業費]

7,055 7,055 7,055

ひきこもりの第一次相談窓口として「ひきこもり相談室」を設
け、相談の内容に応じて、対象者を適切な関係機関につな
げる体制を整備するほか、関係機関によるネットワークの形
成、ひきこもり対策の普及啓発を行う。

健康増進課
52
53
54

11
青少年保護育成等対策事業
[青少年保護育成等対策事業費]

900 900 880

　青少年にとって不健全な図書類等を青少年保護条例に基
づいて青少年保護審議会に諮問し、有害指定を行うととも
に、有害図書類等が適正に区分陳列されているか等を定期
的に立入調査し、有害環境の浄化を図る。

男女参画・
県民協働課

－

12
子ども・若者健全育成推進事業
[子ども・若者健全育成推進事業
費]

1,034 1,034 1,054

　本庁に青少年対策本部、各地方局に地方青少年対策班を
設置するとともに、関係団体で愛媛県青少年育成協議会を
組織し、県民総ぐるみによる健全育成活動を展開する。また
非行防止のため、少年補導委員の研修会や県民大会を開
催する。

男女参画・
県民協働課

－
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第６目標　「子どもに温もりのある暮らし」を保障する“えひめ”【子育て全期間】

　1保護を必要とする子どもに対する福祉の充実

1
児童虐待防止対策の推進
〔児童相談活動事業費〕

17,365 19,692 19,045

複雑、深刻化する児童問題に対応するために児童相談所、
市町、主任児童委員等が連携を図り、地域ぐるみで家庭支
援を行う体制を整備・充実するとともに、精神科医、小児科
医、弁護士、警察等との協力体制を整え、その体制を一層強
化する。

子育て支援課

55
56
57

2
乳児家庭全戸訪問事業
〔子育て家庭支援事業費〕

1,035,139 1,125,580 1,150,907
生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支
援に関する情報提供や養育環境等の把握を行い、必要な支
援に結び付ける。

子育て支援課 58

3
養育訪問支援事業、子どもを守る
地域ネットワーク機能強化事業
〔子育て家庭支援事業費〕

1,035,139 1,125,580 1,150,907
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養
育に関する指導・助言を行うことにより、当該家庭の適切な
養育の実施を確保する。

子育て支援課 59

4
児童福祉施設等の整備
〔児童福祉施設等整備事業費〕

498,349 98,673 134,648
児童福祉法の規定に基づき、市町及び社会福祉法人等が実
施する児童福祉施設等の整備に要する費用の一部を補助
することにより、児童等の福祉の向上を図る。

子育て支援課

60
61
62
63
66

5
里親等委託の推進
〔里親指導調査費〕

706 513 614
家庭に恵まれない児童の健やかな育成を図る里親制度の円
滑な運用を確保し、もって里親に委託される児童の福祉の向
上を図る。

子育て支援課
64
65

6
保護を要する児童の児童養護施
設等への措置
〔児童福祉施設入所措置費〕

2,564,018 2,783,505 2,893,719
児童福祉法に基づき、児童福祉施設に入所又は委託した児
童の保護を図る。

子育て支援課 65

7
児童家庭支援センターの運営
〔児童家庭支援センター運営事業
費〕

9,367 9,411 9,558
児童福祉施設の持つ知識経験を活用して児童相談所を補完
するとともに、地域の身近な相談窓口として、地域の児童問
題対処機能の総合的向上を図る。

子育て支援課 67
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8

「いじめ相談ダイヤル２４」開設事
業
[「いじめ相談ダイヤル２４」開設事
業費]

7,638 7,602 7,599
いじめ問題等への対応に万全を期すため、夜間や休日も子
どもや保護者等からのいじめに関する電話とメールの相談に
相談員が応じる。

人権教育課 －
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　2共生への支援を要する子どもたちのサポート

1
障がい児入所給付費等負担金
〔障がい児入所給付費等負担金〕

1,020,700 1,365,350 1,524,004

児童福祉法による給付決定に基づく指定入所支援を受けた
児童及び虐待等により児童福祉施設に措置又は措置委託さ
れた児童の支援に要する経費について、障害児入所給付費
等を支給することにより、福祉の向上を図る。
また、児童福祉法による給付決定に基づく指定通所支援を
受けた児童の支援に市町が支給した障害児通所給付費等
の一部を負担することにより、福祉の向上を図る。

障がい福祉課 68

2
障害者介護給付費等負担金
〔障害者介護給付費等負担金〕

6,913,429 6,994,127 7,327,910

障害者総合支援法に基づき、居宅介護、短期入所、施設入
所支援等の介護給付、自立訓練、就労移行支援等の訓練等
給付、相談支援給付、補装具費等及び障害福祉サービス等
を利用する障がい者等の介護給付費及び低所得の障がい
者等についての利用者負担増加の軽減を図るために市町が
助成した経費の一部を負担する。

障がい福祉課 68

3
子ども療育センター運営費
〔子ども療育センター運営費〕

742,005 767,610 793,103
地域療育の拠点として整備を行った、子ども療育センターの
運営に要する費用を支出することにより、障がい児に対する
総合的な支援体制を確立することを図る。

障がい福祉課 68

4

発達障がい者支援センター運営
事業
〔発達障がい者支援センター運営
費〕

16,733 16,815 16,996

自閉症等の特有な発達障がいを有する障がい児（者）に対す
る支援を総合的に行う地域の拠点として、発達障がい者支
援センターを設置し、当該障がい児（者）及びその家族等か
らの相談に応じ、指導や助言を行うほか、関係機関等との連
携を図り、発達障がいに対する理解の促進を図る。

障がい福祉課 68

5

発達障がい児（者）支援体制整備
推進事業
〔発達障がい児（者）支援体制整
備推進事業費〕

- 12,908 14,230
発達障がい児（者）への支援ニーズの高まりや、発達障害者
支援法の全面改正を踏まえ、県内の地域における発達障が
い児（者）支援体制の加速化と一層の充実を図る。

障がい福祉課 68

6
障がい児（者）療育支援事業
〔障がい児（者）療育支援事業費〕

27,926 28,940 29,088
在宅の障がい児（者）の地域における生活を支えるため、療
育等の支援を行う。

障がい福祉課 68
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7

障がい者相談支援体制整備推進
事業
〔障がい者相談支援体制整備推
進事業費〕

2,682 2,419 2,421

相談支援専門員を養成するための研修を行うとともに、相談
支援体制の構築に向け、主導的役割を担う障がい者自立支
援協議会を設置し、障がい者に対する相談支援体制の充実
を図る。

障がい福祉課 68

8

重度心身障がい者(児）医療費公
費負担事業
〔重度心身障がい者(児）医療費公
費負担事業費〕

1,676,915 1,676,022 1,665,695
重度心身障がい者(児)の福祉向上のため、その医療費につ
いて公費負担を行う。

障がい福祉課 68

9
特別障害者手当等給付事業
〔特別障害者手当等給付事業費〕

58,618 58,488 57,296

精神又は身体に重度の障がいを有する在宅障がい者に対
し、その重度の障がいによって生じる特別な負担の一助とし
て手当を支給することにより、在宅重度障がい者の福祉の増
進を図る。

障がい福祉課 68

10
身体障害者福祉法等施行事務・
身体障がい者福祉啓発事業
〔身体障害者福祉法施行事務費〕

5,067 4,893 4,911

身体障がい児(者)の福祉増進を図るため、手帳を交付する。
また、障害者週間（12/3～12/9）中に、各種啓発広報活動を
行い、障がい者に対する理解と認識を深め、もって障がい児
（者）の社会参加促進と福祉の増進を図る。

障がい福祉課 68

11 障がい者相談事業費 6,556 6,556 6,556
知的障がい児(者)の福祉増進を図るため、療育手帳を交付
する。

障がい福祉課 68

12

心身障がい者（児）歯科巡回診療
事業
〔心身障がい者（児）歯科巡回診
療事業費〕

9,075 9,160 9,113

心身障がい者（児）の歯科診療等を確保するため、心身障が
い者（児）施設への歯科巡回検診事業を愛媛県歯科医師会
へ委託し、心身障がい者（児）の福祉の増進を図ることを目
的とする。

障がい福祉課 68

13
パーキングパーミット制度
[ゼロ予算]

0 0 0

障がい者、高齢者、妊産婦やけが人などで歩行が困難な方
に対して、県内共通の利用証（パーキングパーミット）を交付
し、公共施設、ショッピングセンター、病院、銀行などに設置さ
れた身体障がい者等用駐車場の適正な利用を働きかける。

障がい福祉課 68

14
特別支援学校ともだちいっぱいプ
ロジェクト事業費

(908) 1,800 1,728

　全ての人が、障がいの有無にかかわらず、相互に人格と個性を
尊重し合いながら共生する社会の形成に向けた取組が求められ
ている。障がいのある子どもとない子どもが共に学ぶ機会を増や
すことや、障がいのある子ども自身が障がいや必要な支援につい
て周囲に伝えたり、持っている力を積極的にアピールしたりするこ
とにより、障がい理解の推進を図る。
（～H28）障害児ふれあい体験学習事業

特別支援教育課 69



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28

予算額
H29

予算額
H30

予算額
取組内容等 担当課 関係指標計画の項目

15
特別支援教育推進事業
〔特別支援教育理解啓発・連携推
進事業費〕

2,431 2,272 1,715

　インクルーシブ教育システム構築に向けて、幼稚園、小・中
学校、高等学校等における発達障がいを含む障がいのある
児童生徒等への適切な指導・支援を行うための体制の整備・
充実を図る。また、特別支援教育に対する理解啓発や関係
機関との連携を推進し、障がいのある児童生徒等の教育の
一層の充実を図る。

特別支援教育課 70

16
意思疎通支援者養成研修事業
[身体障がい者生活支援事業費]

3,251 3,241 3,248
聴覚障がい児（者）の意思疎通支援を行う者のうち、特に専
門性の高い知識や技術を習得した手話通訳者・要約筆記者
を養成する。

障がい福祉課 －

17
意思疎通支援者派遣事業
[身体障がい者生活支援事業費]

2,834 1,698 2,788
聴覚障がい児（者）の自立と社会参加を図るため、県内の障
がい者団体等が主催又は共催する広域的な行事等におい
て、手話通訳者又は要約筆記者を派遣する。

障がい福祉課 －

18
軽度・中等度難聴児補聴器購入
助成事業費補助金
[身体障がい者生活支援事業費]

1,297 1,295 1,660
身障手帳の対象とならない18歳未満の軽度・中等度難聴児
に関し、医師が補聴器装用の必要性を認め、市町が助成を
決定した場合その費用の一部を助成する。

障がい福祉課 －

19
障がい者権利擁護対策支援事業
費

5,110 5,199 5,198
障がい者差別解消及び虐待防止に向け、関係機関連携会
議を開催するとともに、虐待防止・権利擁護セミナー、権利擁
護センターの運営等を実施する。

障がい福祉課 －

20
強度行動障害支援者養成研修事
業費

1,932 0 0

自傷、異食、他害など生活環境への著しい不適応行動を頻
回に示す強度行動障がいを有する者（児）に対する適切な支
援を行う人材を養成する。
（H28～委託実施、H29～研修事業者の指定）

障がい福祉課 －
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21
リスク児（者）支援事業
[歯と口腔の健康づくり推進費]

903 843 843
保健所において、障がい児（者）等への歯科健診、歯科保健
指導、栄養・生活指導等を実施する。

健康増進課 －

22 通級指導実践研究事業費 5,529 3,166 983
 　障がいのある児童生徒の多様な学び場のもと、通常の学
級に在籍する知的障がいのある児童生徒に対する「通級に
よる指導」の有効性を検証する。

特別支援教育課 －

23 障がい者職業生活支援事業費 42,246 42,246 42,348
身近な地域で、就業面と生活面の支援を一体的に行うため、
「障害者就業・生活支援センター」による支援を行う。

障がい福祉課 －

24
キャリア教育・就労支援充実事業
費

8,851 7,625 7,217

　障がいのある子供の自立と社会参加を促進するため、県
立特別支援学校においてキャリア教育推進連絡協議会の設
置や就労支援コ-ディネーターの配置によりキャリア教育と就
労支援の強化を図る。また、特別支援学校生徒の働く力や
意欲を高めるとともに、生徒の力を企業にアピールし、進路
先の拡大を図るため、「愛顔（えがお）のえひめ特別支援学
校技能検定」を実施する。さらに、高等学校に在籍する障が
いのある生徒に対して、特別支援学校や就労支援コーディ
ネーター、関係機関等が連携し、就労支援の充実を図る。

特別支援教育課 －

25
障がい者・高年齢者雇用推進事
業費

971 1,014 1,132

障がい者の雇用の安定を図るため、「高齢・障がい者雇用
フェスタinえひめ」を開催し、県内の事業主をはじめ広く県民
全体に対する障がい者の雇用気運の醸成に努め、障がい者
の雇用問題に対する一層の理解と協力を求める。この他、
「愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する
条例」の普及啓発を行う。

雇用対策室 -

26 障がい者活躍支援事業費 (4,589) (7,043) 8,024

マッチングサポーターを配置して、障がい者の職場見学、実
習及び就労先受入企業を開拓し、障がい者と企業をマッチン
グして就職に繋げるとともに、これから障がい者雇用を始め
る企業に対し現場見学会を開催して雇用のきっかけづくりを
行う。
また、障がいのある学生向けの合同就職説明会を開催し、
職場実習や就職に繋がる機会を増やし、学生の就業意欲の
醸成を図る。
（～Ｈ29）障がい者マッチング支援事業費

雇用対策室 -
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　3ひとり親家庭等の自立支援と子育て・生活支援の推進

1
母子家庭等就業・自立支援事業
〔母子家庭等就業・自立支援セン
ター運営費〕

10,647 10,245 10,602

ひとり親家庭等を対象に就業情報の収集提供、技能習得講
習会等就業に関する支援や生活等に関する相談事業、一時
的な保育サービス等を実施することにより、その経済的自立
と生活意欲を助長する。

子育て支援課 71

ひとり親家庭の親が、適職に就くために資格取得を目指し、
指定講座の受講を修了した場合に、自立支援教育訓練費を
支給。（支給額：講座受講料の６割相当額）

子育て支援課 72

ひとり親家庭の親が、資格取得を目的として、１年以上の養成機
関で受講する場合に、生活の負担軽減と資格取得を容易にするこ
とを目的として、高等職業訓練促進給付金等を支給。（支給額：①
高等職業訓練促進給付金／月額10万円（市町村民税課税世帯：
月額70,500円）、②高等職業訓練修了支援給付金／５万円（市町
村民税課税世帯：２万５千円）[修了見込者１名]）

子育て支援課 73

ひとり親家庭の親やその児童が、より良い条件で就職や転職を行
うには、最低限の条件として、高等学校を卒業した者と同等程度の
学力が必要と考えられるため、高等学校卒業程度認定試験対策
講座の受講を修了した時及び認定試験に合格した時に、高等学
校卒業程度認定試験合格支援給付金を支給。（支給額：①受講修
了時給付金／講座受講料の２割、②合格時給付金／講座受講料
の４割）

子育て支援課 74

3

ひとり親家庭学習支援ボランティ
ア派遣事業
〔ひとり親家庭学習支援ボランティ
ア派遣事業費〕

4,939 8,028 8,028
ひとり親家庭の児童の学習意識と学力の向上を図るため、
大学生、教員ＯＢ等の学習支援ボランティアを地域の施設へ
派遣し、学習支援や進学相談等を行う。

子育て支援課 －

16,968 23,880
ひとり親家庭自立支援事業
〔ひとり親家庭自立支援事業費〕

2 16,957
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第７目標　「親子に安心な生活環境」を提供する“えひめ”【子育て全期間】

　1安心・安全なまちづくり

1
登下校中の子どもの犯罪被害防
止活動の充実
[ゼロ予算]

0 0 0

会社、店舗その他事業所を、まもる君の会社として指定し、
子どもが被害に遭い、又は遭うおそれがある場合における緊
急時の避難場所として、子どもの一時的な保護、警察への通
報等による子どもを犯罪の被害から守る活動を推進する。ま
た、まもる君の車として指定した会社等の営業用車両等によ
る見守り・警戒活動により、登下校中等の子どもを犯罪の被
害から守る活動の拡充に努める。

生活安全企画課
75
76

2
防犯ボランティア活動の活性化
[ゼロ予算]

0 0 0

愛媛県青色防犯パトロール隊を始めとした防犯ボランティア
団体の自主的防犯活動の活性化を図るため、各種媒体を活
用して活動の推進を図るとともに、防犯情報の提供、各団体
間における情報交換等の促進を図る。

生活安全企画課 77

3
交通安全施設等整備事業
[交通安全施設等整備事業費]

456,036 444,052 455,462
電球式の交通信号灯器を視認性の良いＬＥＤ式にすることな
どにより、交通事故の抑止を図る。

交通規制課 78

4
防犯機器等の導入促進
[ゼロ予算]

0 0 0

先制的な治安対策を推進するため、事業者、地区防犯協
会、自治体等の協力を得ながら、防犯カメラの設置運用を図
るなど、官民一体となった犯罪の起きにくい社会基盤の整備
を促進を図る。

生活安全企画課 －

5
情報提供、不審者対応訓練の実
施等
[ゼロ予算]

0 0 0

性犯罪等の前兆とみられる声かけ、つきまとい等に対する取
締りを推進し、安全安心メールマガジン等により、犯罪や不
審者に関する注意喚起の情報提供に努め、不審者対応訓練
や防犯教室を実施する。

生活安全企画課 －
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6
少年心理専門員等による対応
[ゼロ予算]

0 0 0

いじめや非行問題等少年に関する相談に対して、臨床心理
士の資格を有する少年心理専門員等が適切に対応するとと
もに、少年の立ち直り支援などサポート活動の充実強化に努
める。

少年課 －

7
えひめ愛の禁煙・分煙認定制度
[ゼロ予算]

0 0 0 禁煙・分煙に取り組んでいる施設を認定・登録する事業。 健康増進課 －

8
広報啓発活動
[ゼロ予算]

0 0 0

少年や保護者等に対して、シンナー、覚せい剤など薬物の有
害性・危険性を広報し、薬物乱用を拒絶する規範意識の醸
成に向けた取組を推進するとともに、スマートフォン等による
インターネット利用に起因する犯罪被害等を防止するための
広報啓発活動等を推進する。

少年課 －

9
高校生自転車交通マナー向上対
策事業費

1,621 1,621 1,783

県立高校の自転車通学生を対象に、交通安全教育を強化
し、交通ルールの遵守や交通マナーの向上を図ることによ
り、自転車が関与する事故の防止を図る。

保健体育課 －

　2保護者が実践する事故防止・防災対策

1
全ての座席のシートベルト・チャイ
ルドシート100％装着キャンペーン
[交通安全推進費]

162 162 162

交通事故の被害軽減を図るため、交通安全県民総ぐるみ運
動のキャンペーンの一つに設定し、警察等の同運動の構成
機関・団体と連携した街頭等での広報・啓発活動を推進し、
着用の有効性等についての周知徹底を図る。

消防防災安全課 79

2
安全・安心ふれ愛フェア
[ゼロ予算]

0 0 0
警察、JAF等協力を依頼している参加・体験型のフェアで、
チャイルドシート等の着用率の向上のため、広報・啓発活動
を推進し、着用の有効性等について周知徹底を図る。

消防防災安全課 79

3

自助・共助防災対策実践促進事
業
[自助・共助防災対策実践促進事
業費]
（防災意識啓発講演）

238 238 238

　南海トラフ巨大地震等の大規模災害に備えるため、一般県
民を対象に、地震被害想定や地震発生時の避難行動、風水
害への備えのほか、家庭でできる防災対策についての講演
を実施するとともに、小学校低学年向け地震防災啓発ＤＶＤ
を活用して小学生を対象に防災教室を実施し、防災意識の
一層の醸成を図る。

防災危機管理課 －

4

自助・共助防災対策実践促進事
業
[自助・共助防災対策実践促進事
業費]
（減災キャンペーン）

0 0 0
　えひめ防災週間中に県下の集客施設等において、一般県
民を対象に家屋の耐震化等の自助対策を啓発するキャン
ペーンを実施する。

防災危機管理課 －
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　3子育て家庭の遊び場等の整備

1
えひめこどもの城の運営
〔えひめこどもの城運営費〕

206,402 201,320 202,541
児童福祉法に基づく児童厚生施設「えひめこどもの城」の管
理運営を、伊予鉄総合企画㈱（指定管理者）に委託して実施
する。

子育て支援課
80
81

2
えひめこどもの城魅力向上検討
［えひめこどもの城魅力向上検討
事業費］

- - 3,822

　開園20周年を迎えるえひめこどもの城について、次代や社
会のニーズに対応した持続可能な施設を目指し、施設・機能
の見直し方針のほか、企画や経営の観点から、魅力向上の
ためのプロジェクトを多角的に検討する。

子育て支援課 81

3
県営住宅（砥部団地）建替事業
[県営住宅（砥部団地）建替事業
費]

506,583
（うち、125,407
千円はH29へ

繰越）

0 0

バリアフリー性能や耐震性能、居住水準等が低い老朽住宅
の抜本的改善を図るため、建替による住環境の改善を行う。
なお、建替整備した80戸（4期）のうち、20戸を子育て世帯用
住宅に設定し、子育て世帯のみが申込み可能な住戸を設け
る。

建築住宅課 82

4
県営住宅のバリアフリー化事業
[県営住宅管理費]

66,432 66,064 12,194
バリアフリー性能を確保するため、住戸内の手すりの設置等
を順次実施する。

建築住宅課 82

5
子どもと本の出会い推進事業費
【再掲】

1,237 1,224 1,212
絵本や童話、紙芝居の読み聞かせ等を通じて、豊かな感性
や情操、思いやりを育む取組みを県内各地で開催し、地域の
指導者やボランティアの養成を図る。

生涯学習課 －

6
伊予おはなしひろば
[ゼロ予算]

0 0 0
県内各地で活動する読み聞かせグループ等が集まって、地
域性や個性あるおはなし会を実演し、子どもや大人がおはな
しを楽しむとともに、演じ手同士の交流を深める。

生涯学習課 －

7
みんなあつまれおはなしの会
[ゼロ予算]

0 0 0
専門学校の学生たちが実演者となり、幼児から小学生を対
象にしたおはなし会を開催する。

生涯学習課 －

8
おはなしだいすき！０・１・２
[ゼロ予算]

0 0 0
図書館において、３歳未満の子どもたちを対象に、絵本の読
み聞かせやわらべうたなどの内容のおはなし会を行う。

生涯学習課 －
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第８目標　「子育てと仕事の両立」を実現する“えひめ”【子育て全期間】

　1子育てしやすい職場環境づくり（企業で）

1
えひめ女性活躍加速化事業
〔えひめ女性活躍加速化事業費〕

(4,957) (10,446) 10,947

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、
「えひめ女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略として
の「ひめボス」の取組の具体化や組織の枠を超えた女性の
人材育成等を一体的に展開し、ひめボスのブランディングに
取り組むことで、女性活躍推進や地域活性化を図り、女性を
応援する県№１を目指す。
(～Ｈ29)えひめ女性活躍推進事業

男女参画・
県民協働課

83

2
男女共同参画社会づくり推進事業
〔男女共同参画社会づくり推進事
業費〕

（2,898） (2,955) 2,052

男女共同参画計画に基づき、県民総ぐるみ運動展開のシン
ボルとして県民大会の開催、地域における男女共同参画推
進を支援するための行政・地域リーダー等のミーティング実
施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会等への支援
を行い、男女共同参画社会づくりを強力に推進する。
(～H29)男女共同参画社会づくり推進県民会議開催
(～H29)男女共同参画理解促進事業

男女参画・
県民協働課

83

3

仕事と家庭の両立支援促進事業
【再掲】
〔仕事と家庭の両立支援促進事業
費〕

10,137 13,729 15,992

仕事と育児等の家庭生活が両立しやすい職場環境づくりに
取り組む企業の認証や、優れた取組実績のあった企業の表
彰に取り組むとともに、国や関係機関と連携して企業の取組
をワンストップで支援する拠点を開設する。

労政雇用課
83
84

84-1

4 労働教育推進費 755 754 754
県ＨＰや広報誌を活用し、企業に対して育児・介護休業法等
の周知を図る。
※県HPによる広報啓発活動はゼロ予算

労政雇用課
83
84

84-1
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　2固定的性別役割分担意識の是正と働き方の見直し（家庭で）

1

男女共同参画社会づくり推進事業
【再掲】
〔男女共同参画社会づくり推進事
業費〕

（2,898） (2,955) 2,052

男女共同参画計画に基づき、県民総ぐるみ運動展開のシン
ボルとして県民大会の開催、地域における男女共同参画推
進を支援するための行政・地域リーダー等のミーティング実
施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会等への支援
を行い、男女共同参画社会づくりを強力に推進する。
(～H29)男女共同参画社会づくり推進県民会議開催
(～H29)男女共同参画理解促進事業

男女参画・
県民協働課

85

　3子育てと仕事の両立支援（地域で）

1
えひめ女性活躍加速化事業【再
掲】
〔えひめ女性活躍加速化事業費〕

(4,957) (10,446) 10,947

男女共同参画社会づくり、特に「女性活躍」を推進するため、
「えひめ女性活躍推進協議会」等と連携し、経営戦略として
の「ひめボス」の取組の具体化や組織の枠を超えた女性の
人材育成等を一体的に展開し、ひめボスのブランディングに
取り組むことで、女性活躍推進や地域活性化を図り、女性を
応援する県№１を目指す。
(～Ｈ29)えひめ女性活躍推進事業

男女参画・
県民協働課

86

2

男女共同参画社会づくり推進事業
【再掲】
〔男女共同参画社会づくり推進事
業費〕

（2,898） (2,955) 2,052

男女共同参画計画に基づき、県民総ぐるみ運動展開のシン
ボルとして県民大会の開催、地域における男女共同参画推
進を支援するための行政・地域リーダー等のミーティング実
施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会等への支援
を行い、男女共同参画社会づくりを強力に推進する。
(～H29)男女共同参画社会づくり推進県民会議開催
(～H29)男女共同参画理解促進事業

男女参画・
県民協働課

86



「第２期えひめ・未来・子育てプラン（前期計画）」の推進に向けた取組み状況

（単位：千円）

No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28
予算額

H29
予算額

H30
予算額

取組内容等 担当課

１　教育の支援

1
学校・家庭・地域連携推進事業費
【再掲】

45,439 66,960 79,382

地域住民等の参画により、「地域学校協働活動」「えひめ未
来塾」「放課後子ども教室」「土曜教育活動」「家庭教育支
援」について、各地域の実情に応じて組合わせて実施し、
地域での教育支援体制づくりを行う。

生涯学習課

2
要保護・準要保護児童生徒医療
費等援助費

5,644 5,336 5,940

愛媛県就学援助費支給要綱等により、経済的な理由により
就学が困難な県立中等教育学校（前期課程）及び特別支
援学校（小・中学部）の要保護及び準要保護児童生徒に対
する学校病治療のための医療費並びに県立中等教育学校
（前期課程）の生徒に対する学校給食費を援助する。

保健体育課

3
若者学習サポート事業
〔生活困窮者自立支援事業費〕

0 2,400 4,700
生活困窮世帯等に、学習支援や保護者への助言等を行
い、高等学校等への進学を支援する。

保健福祉課

4

ひとり親家庭学習支援ボランティ
ア派遣事業【再掲】
〔ひとり親家庭学習支援ボランティ
ア派遣事業〕

4,939 8,028 8,028
ひとり親家庭の児童の学習意識と学力の向上を図るため、
大学生、教員ＯＢ等の学習支援ボランティアを地域の施設
へ派遣し、学習支援や進学相談等を行う。

子育て支援課

5
放課後児童健全育成事業【再掲】
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学し
ている児童に対し、市町が、授業の終了後等に小学校の余
裕教室や児童館等において適切な遊び及び生活の場を与
えて、その健全な育成を図る事業に対し補助する。

子育て支援課

6
放課後児童クラブ整備事業【再
掲】
〔児童福祉施設等整備事業費〕

551,450 98,673 134,648
放課後児童対策の推進を図るため、市町等が行う放課後
児童クラブ整備に要する経費に対し補助する。

子育て支援課

計画の項目

第６章　子どもの貧困対策



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28
予算額

H29
予算額

H30
予算額

取組内容等 担当課計画の項目

7

放課後児童支援員等研修事業
【再掲】
〔放課後児童支援員等研修事業
費〕

4,125 3,884 3,106

市町等が実施する放課後児童健全育成事業に携わる放課
後児童支援員等に対し、必要な研修を実施することにより、
児童の健全育成および放課後子ども総合プランの推進を
図る。

子育て支援課

8 特別支援学校就学奨励費 218,351 218,837 216,404
　特別支援学校への就学に係る保護者等の経済的負担を
軽減するため、世帯の収入に応じて就学に必要な経費の全
額又は一部を援助する。

特別支援教育課



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28
予算額

H29
予算額

H30
予算額

取組内容等 担当課計画の項目

２　生活の支援

1

障がい者相談支援体制整備推進
事業【再掲】
〔障がい者相談支援体制整備推
進事業費〕

2,682 2,419 2,421

相談支援専門員を養成するための研修を行うとともに、相
談支援体制の構築に向け、主導的役割を担う障がい者自
立支援協議会を設置し、障がい者に対する相談支援体制
の充実を図る。

障がい福祉課

2

身体障害者福祉法等施行事務・
身体障がい者福祉啓発事業【再
掲】
〔身体障害者福祉法施行事務費〕

5,067 4,893 4,911

身体障がい児(者)の福祉増進を図るため、手帳を交付す
る。
また、障害者週間（12/3～12/9）中に、各種啓発広報活動
を行い、障がい者に対する理解と認識を深め、もって障が
い児（者）の社会参加促進と福祉の増進を図る。

障がい福祉課

3
カウンセリング強化事業
〔児童相談活動事業費〕

17,365 19,692 19,045
精神科医やカウンセラーによる子どもやその家族への心理
的側面からのケアを実施し、虐待の再発防止や家庭復帰を
促進する

子育て支援課

4

母子生活支援施設を活用した児
童及び保護者への援助及び自立
支援
〔愛媛母子生活支援センター運営
費〕

59,087 48,576 48,689
愛媛母子生活支援センターにおいて、配偶やのない女子な
どの要保護女子とその児童に対して、必要な援助や支援を
実施し、自立を促進する。

子育て支援課

5
自立援助ホームを活用した児童
等の自立支援
〔児童福祉施設入所措置費〕

2,564,018 2,783,505 2,893,719
児童福祉法に基づき、児童福祉施設等に入所又は委託し
た児童の保護や自立支援を図る。

子育て支援課

身元保証人確保対策事業

〔児童相談活動事業費〕 17,365 19,692

〔社会的養護自立支援等事業費〕 － － 9,026

6

児童養護施設に入所中又は退所した者に対し、就職やア
パート等の賃貸、大学等へ進学する際に、施設長等が身元
保証人になった場合の損害保険契約料を補助することによ
り、身元保証人の確保を図り、社会的自立を促進する。

子育て支援課



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28
予算額

H29
予算額

H30
予算額

取組内容等 担当課計画の項目

7

児童養護施設退所者等自立支援
資金貸付事業
〔児童養護施設退所者等自立支
援資金貸付事業費〕

1,151 2,842
児童養護施設等を退所し、就職や進学する者に対し、生活
費や家賃、資格取得に必要な資金を貸付けを行うことで、
安定した生活基盤の構築と円滑な自立の促進を図る。

子育て支援課

8
施設の小規模化やファミリーホー
ムの設置促進
〔児童福祉施設等整備事業費〕

498,349 98,673 134,648
児童福祉法の規定に基づき、市町及び社会福祉法人等が
実施する児童福祉施設等の整備に要する費用の一部を補
助することにより、児童等の福祉の向上を図る。

子育て支援課

9
一時保護等業務嘱託の配置
〔福祉総合支援センター等運営費
（児童相談所分）〕

48,118 54,814 73,102
福祉総合支援センターに一時保護等業務嘱託（4人）を配置
し、一時保護所への入所児童の規律維持と生活指導に万
全を期す。

子育て支援課

10
里親人材の発掘
〔里親指導調査費〕

706 513 614
家庭に恵まれない児童の健やかな育成を図る里親制度の
円滑な運用を確保し、もって里親に委託される児童の福祉
の向上を図る。

子育て支援課

11
児童の安全確認等のための体制
強化事業
〔児童相談活動事業費〕

17,365 19,692 19,045
児童相談所に児童安全確認等業務嘱託を配置し、児童虐
待通告に係る児童の安全確認の強化を図る。（中央2人、
東予1人、南予1人）

子育て支援課

12
児童養護施設等の職員人材確保
事業
〔児童相談活動事業費〕

17,365 19,692 19,045

児童福祉施設への就職を希望する学生（実習生）に指導を
行う職員の代替職員を雇用することにより、実習生に丁寧
な指導を行うとともに、実習を受けた学生の就職を促進する
ため、就職前に一定期間、非常勤職員として採用し、人材
確保を図る。

子育て支援課

13
母子・父子自立支援員設置費
〔母子・父子自立支援員設置費〕

9,409 9,412 9,249
母子家庭、父子家庭及び寡婦の福祉の向上を図るために
母子・父子自立支援員を設置し、自立に必要な情報提供・
指導、職業能力の向上・求職活動に関する支援を行う。

子育て支援課



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28
予算額

H29
予算額

H30
予算額

取組内容等 担当課計画の項目

14
ひとり親家庭日常生活支援事業
〔母子家庭等就業・自立支援セン
ター運営費〕

714 478 678
母子家庭、父子家庭及び寡婦が、一時的に生活援助、保
育サービスが必要な場合等に、家庭生活支援員を派遣し、
生活の安定を図る。

子育て支援課

15

母子家庭等就業・自立支援事業
【再掲】
〔母子家庭等就業・自立支援セン
ター運営費〕

2,926 2,755 2,926
ひとり親家庭の子どもに対して、就業相談、パソコン講習会
等の開催、就業情報の提供等を行い、ひとり親家庭の子ど
もの就労を支援する。

子育て支援課

16
ひとり親家庭高等学校卒業程度
認定試験合格支援給付金
〔ひとり親家庭自立支援事業費〕

1,650 1,650 1,650
ひとり親家庭の親や児童が、高等学校卒業程度認定試験
対策講座を受け、これを修了した時や認定試験に合格した
時に、講座受講費用の一部を支給する。

子育て支援課

17
放課後児童健全育成事業【再掲】
〔子育て家庭支援事業費〕

979,942 1,026,267 1,150,907

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学し
ている児童に対し、市町が、授業の終了後等に小学校の余
裕教室や児童館等において適切な遊び及び生活の場を与
えて、その健全な育成を図る事業に対し補助する。

子育て支援課

18
放課後児童クラブ整備事業【再
掲】
〔児童福祉施設等整備事業費〕

551,450 98,673 134,648
放課後児童対策の推進を図るため、市町等が行う放課後
児童クラブ整備に要する経費に対し補助する。

子育て支援課

19

放課後児童支援員等研修事業
【再掲】
〔放課後児童支援員等研修事業
費〕

4,125 3,884 3,106

市町等が実施する放課後児童健全育成事業に携わる放課
後児童支援員等に対し、必要な研修を実施することにより、
児童の健全育成および放課後子ども総合プランの推進を
図る。

子育て支援課

20
地域子育て助け合い事業
〔地域子育て助け合い事業費〕

- - 2,865

地域が一体となって子育てを応援する社会の実現に向け
て、地域の資源（人・モノ）を活用した新たな助け合いシステ
ムの創設を目指す。
①自転車販売店や学校等と連携して、使わなくなった自転
車をリサイクルして、必要な中学・高校生に提供するシステ
ムの構築を試行する。
②セミナー及び勉強会（３回）を開催し、地域における助け
合いシステムの構築を啓発し、地域での実践を促す。

子育て支援課



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28
予算額

H29
予算額

H30
予算額

取組内容等 担当課計画の項目

３　保護者に対する就労の支援

1
母子・父子自立支援員設置費
〔母子・父子自立支援員設置費〕

9,409 9,412 9,249
母子家庭、父子家庭及び寡婦の福祉の向上を図るために
母子・父子自立支援員を設置し、自立に必要な情報提供・
指導、職業能力の向上・求職活動に関する支援を行う。

子育て支援課

2

母子家庭等就業・自立支援事業
【再掲】
〔母子家庭等就業・自立支援セン
ター運営費〕

2,926 2,755 2,926
ひとり親家庭の親や子どもに対して、就業相談、パソコン講
習会等の開催、就業情報の提供等を行い、ひとり親家庭の
親や子どもの就労を支援する。

子育て支援課

3
ひとり親家庭自立支援事業【再
掲】
〔ひとり親家庭自立支援事業費〕

16,957 16,968 23,880
ひとり親家庭の親が適職に就くために資格取得を目指し、
指定講座を受講した場合等に、受講費用の一部を支給す
る。

子育て支援課



No.
事業名等

〔予算事項名〕
H28
予算額

H29
予算額

H30
予算額

取組内容等 担当課計画の項目

４　経済的支援

1
児童扶養手当支給事業費
〔児童扶養手当支給事業費〕

569,386 598,831 585,687
離婚等により父又は母と生計を同じくしていない児童が養
育されている家庭に、児童扶養手当を支給することにより、
その生活の安定と自立を促進し、児童の福祉増進を図る。

子育て支援課

2
母子福祉資金貸付金
〔母子福祉資金貸付金〕

299,178 288,098 289,206
母子家庭の母に対して、資金の貸付を行うことにより、その
経済的自立の支援と生活意欲の助長を図り、併せてその
扶養している児童の福祉を増進する。

子育て支援課

3
父子福祉資金貸付金
〔父子福祉資金貸付金〕

25,125 33,473 31,255
父子家庭の父子に対して、資金の貸付を行うことにより、そ
の経済的自立の支援と生活意欲の助長を図り、併せてそ
の扶養している児童の福祉を増進する。

子育て支援課

4
寡婦福祉資金貸付金
〔寡婦福祉資金貸付金〕

8,456 8,474 6,712
寡婦に対して、資金の貸付を行うことにより、その経済的自
立の支援と生活意欲の助長を図り、安定した生活を確保す
る。

子育て支援課

5
養育費の確保支援
〔母子・父子自立支援員設置費〕

9,409 9,412 9,249
母子家庭、父子家庭及び寡婦の福祉の向上を図るために
母子・父子自立支援員を設置し、自立に必要な情報提供・
指導、職業能力の向上・求職活動に関する支援を行う。

子育て支援課

6
養育費の確保支援
〔母子家庭等就業・自立支援セン
ター運営費〕

2,926 2,755 2,926

ひとり親家庭の親や子どもに対して、就業相談、パソコン講
習会等の開催、就業情報の提供等を行い、ひとり親家庭の
親や子どもの就労を支援する。また、特別相談事業の法的
な専門相談において、養育費の確保支援を行う。

子育て支援課


